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市場環境認識と髙松コンストラクショングループの成長イメージ

環境認識
プラス要因

■国内建設投資額は50兆円を

上回る水準が３年は持続する

と見る。

■東名阪の世帯数は高水準を持続、

新築住宅着工も好調持続を予想。

■首都圏の賃貸マンション建設は

当面好調が継続すると見る。

マイナス要因
■国内建設投資は中計終了年度

の2020年以降、縮小の見通し。

人口も縮小トレンド加速。
■建設労働者の減少に伴う原価の

上昇トレンド。

■賃貸マンション需要が金利上昇・

空室率UPなどで急速にしぼむ

リスクあり。

■新設工事件数の減少。

髙松コンストラクショングループとしての成長イメージ

1. 好調な首都圏の賃貸マンションを成長の中核とし、受注拡大・持続的成長

を可能にする体制構築を目指す。

2. その反面、中長期的に市場が現状並みから縮小すると考えられる土木・

官公庁関連事業は、堅実なシェアアップ・高利益率の持続を目指す。

3. 上記が実現できる経営基盤も整備。
2

(2017/5開示の中期経営計画資料より）
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グループ別 受注高・売上高・売上総利益 (連結)
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髙松コンストラクショングループ 受注高
17/12

(16/12)

844
（775）

+9%

890
（1,012）
△12%

124
（87）

+43%

738
（753）

1,122
（1,129）

1,859
（1,875）

受注高
17/12

(16/12)

売上高
17/12

(16/12)

営業利益
17/12

(16/12)

売上高
17/12

(16/12)
営業利益

17/12
(16/12)

851
（781）

+9%

790
（658）

+20%

124
（87）

+43%

1,765
（1,526）

642
（532）

1,128
（995）

41
（40）

55
（60）

89
（96）

49
（35）

+42%

8
（6）

+20%

△2%

+21%

+3%

△1%

+13%

△8%

1. 受注高は0.9%減の1,859億円、土木は増加したものの建築は減少。

55
（77）
△28%

△7.2%

単位：億円。 管理部門費等があるため、営業利益のセグメントごとの合算値は全社合計と一致しない。

△0.9%

+15.6%

3. 営業利益は7.2%の減。建築は前期の高採算案件等の影響で反動減も、土木は売上増により42%の大幅増益。

2. 売上高は15.6%増の1,765億円。土木は青木あすなろ建設G好調で20%増、建築は髙松建設G好調で9%増。

単位:億円
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業績（連結）の推移
1. 受注高：対前期△0.9%の微減。

2. 売上高：対前期+15.6%の大幅アップ。6期連続増収、5期連続過去最高の第3四半期。

3. 利益：前年同期に高採算建築案件の完工が多かった反動減もあり、

対前期で営業利益は7.2%減、経常利益は7.2%減、当期利益は7.0%減。

4

2017/3期 Q3 2018/3期 Q3 増減率（％）

受注高 1,875 1,859 △0.9%

売上高 1,526 1,765 15.6%

売上総利益
（売上総利益率）

227
（14.9%）

236
（13.4%）

3.7%

営業利益
（営業利益率）

96
（6.3%）

89
（5.1%）

△7.2%

経常利益
（経常利益率）

96
（6.3%）

89
（5.1%）

△7.2%

親会社株主帰属四半期純利益
（四半期純利益率）

51
（3.4%）

47
（2.7%）

△7.0%

項目 (単位：億円)

単位:億円
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1. 受注高：昨年度のような大型案件がない中で、ほぼ前年並み実績。

2. 売上高：昨年度を大幅にクリア。目標の2,400億円を上回る公算大。

3. 営業利益：髙松Gは微増なるも昨年度高採算案件があった青木あすなろGは60億円から55億円に減少。
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グループ別 受注高・売上高・営業利益の推移と見通し (連結) (1)

単位：億円。 管理部門費等があるため、営業利益のグループごとの合算値は全社合計と一致しない。
5

960

1611

763

1379

2564

2141

129

62

74

2400

900

15001540

1060

2600

133

71

70

2017/3期

実績
2018/3期

計画

髙松建設G

青木
あすなろ
建設G

50

100

150

0

受注

売上

営業
利益

5.5%

1129

753

1,875

995

532

1,526

60

40

1,859
1,765

89

1122

738

1128

642

55

41

6.0%

営業利益率

7%

200

250

300

5.1%

6.3% 営業利益
（億円）



©2017 TAKAMATSU CONSTRUCTION GROUP CO., LTD.

0

20

40

60

80

100

525

（億円）
受注／売上

0

200

400

600

800

1000

12

6

695

493

19

533

900

髙松建設G

青木
あすなろ
建設G

20

40

60

0

売上

営業
利益

428

594

28

80

100
営業利益
（億円）

1．過去3年及び2018/3期の売上高と営業利益を四半期ごとに分解すると以下の通り。

→ 4Qの当期数値は上段が通年業績予想から、1Q～3Q実績を差し引いた数値。

→ 〃 下段が現在、公算ありと考える数値。

2．4Q営業利益は、髙松Gは目標数値をやや下回る見通しだが、青木あすなろGが過達となる見通し。

3．通年業績予想値である133億円は達成できる見通し。

当期実績

単位：億円。 TCG単体・連結調整等があり、グループごとの合算値は全社合計と一致しない。

Q1

過去3年平均
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グループ別 受注高・売上高・営業利益の推移と見通し (連結) (2)

通年予想
マイナス
Q1～Q3

公算あり
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東京

大阪・名古屋

定義 「大阪・名古屋」＝大阪府、京都府、兵庫県、名古屋市
「東京」＝東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
「入居率」＝各四半期末時点の髙松建設施工物件の入居戸数

÷各四半期末時点の髙松エステート（大阪、東京）が
管理している髙松建設施工物件の総戸数

髙松エステートにおける髙松建設施工物件の入居率

1. 東京・大阪ともに、入居率は17年12月も95%以上を維持している。
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